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まえがき

21世紀に向けた電気鉄道電力設備に求められる要件は，

運輸技術審議会答申「21世紀に向けての鉄道技術開発のあ

り方について」にあるとおり，「ライフサイクルコストの

低減」「環境調和・省エネルギー」「安全性・信頼性の向上」

の 3要件に集約できよう。

都市圏を中心とした直流電気鉄道において，き電用変電

システムを構成する各機器については着実に技術革新が行

われてきた。このなかで，列車運転電力供給の要（かなめ）

である直流高速度遮断器は，その技術革新をめざして十数

年前から種々の方式が考案されてきたが，上記の要件に照

らし合わせると一長一短であったと考えられる。

富士電機は，上記のすべての要件を満足した新形直流高

速度遮断器の製品化を完了したので，そのコンセプトと概

要について紹介する。

現行直流高速度遮断器の課題

直流電気鉄道の初期から使用されてきた直流高速度遮断

器は，設備規模によって 1変電所あたり 2台（単線設備）

から二十数台（首都圏超大規模設備）が設置されており，

全国の 1,200 か所の直流変電所で約 7,000 台使用されてい

る。

直流高速度遮断器は原理的には空気遮断器で，図１に示

すような爆発的なアークを発生することにより電流を遮断

するものであり，接点やアークシュートの損耗が避けられ

ず，性能や信頼性の維持のためには頻繁な保守点検や調整

作業を要し，かつ大きなアークスペースを要すため小形化

が困難な機器であった。

さらに，整流器用やき電用として使用されるために主回

路機器のうちで最も台数が多く，結果的に「最も台数の多

い機器が最も頻繁な保守を要し，小形化も困難である」と

いう問題を抱えていた。

表１に複数のユーザーの実態調査結果から，それを最大

公約数的にまとめた直流高速度遮断器の保守点検基準を示

す。

新形直流高速度遮断器の開発コンセプト

前述の 3要件を満足すべく，省保守化，安全性向上およ

び小形化の必須（ひっす）条件を「アークレス方式」に置

き，経済性を含めて種々検討した結果，基本方式を転流式

高速度真空遮断器とした。

製品の外観を図２に，コンセプトと各要件の実現手段を

図３に示す。本装置の製品化の狙いは，ライフサイクルコ

ストの低減と性能・信頼性および安全性の向上にある。

ライフサイクルコストは，イニシャルコスト（初期費用），

ランニングコスト（運転費用）およびリプレースコスト

（更新費用）からなる。小形化は省スペース化によるイニ

シャルコストの低減や，今後ますます増加していく余剰ス

ペースを活用した無停電更新工事でのリプレースコストの

低減に直結する。

主接点は真空バルブで構成され，通電損失は微少である

ために，ランニングコストは保守点検費用と言い換えるこ

とができる。
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図１　直流高速度遮断器の遮断状況
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これを低減するためには，「信頼性を確保しつつ点検周

期を長期化できる」ことが必須条件であり，新形直流高速

度遮断器の点検周期は，細密点検周期を 6年ごととし，そ

の中間期にきわめて簡易な点検を行うものとした。これは，

すでに技術革新により省保守化されてきた機器（ガス絶縁

開閉装置，変圧器，整流器，ディジタル式制御・保護シス

テムなど）の点検周期と整合できる可能性が高くなるため，

保守点検作業の効率化はもちろんのこと，集中的な点検に

よる機能維持レベルの向上も期待できる。保守点検の概要

を表２に示す。

性能面では，高速開極による低限流値を実現しているた

め，選択性〔高い突進率（di/dt）の事故電流については，

目盛値以下で電流検出することにより高速開極し，限流値

を抑制する機能。反面，負荷投入性能が悪化するという短
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表１　現行直流高速度遮断器の保守点検基準（例） 

頻　度 
点検内容 

部　位 内　容 

1回/半年 

1回/年 
精密点検 

消弧装置 

主接触子 

アーク接触子 

主回路 

投入コイル 

保持コイル 

磁気保持回路 

動作機構 

補助開閉器 

操作試験 

絶縁抵抗測定 

投入操作試験 

抵抗値測定 

目盛試験 

絶縁抵抗測定 

各部調整・ 
　ばね長測定 

接触面の荒れ，ワイプ測定 

接触面の荒れ，ワイプ測定，擦合せ 

ボルト類の締付け，絶縁物の損傷 

固定状態およびコイル，抵抗，リード線の 
損傷 

投入操作電圧・電流 

各種コイル・抵抗 

整定値における試験コイル電流・最小保持 
電流 

アークシュートの損傷 
吹消コイルの絶縁，鉄心との締付け 

接触面の発錆（はっせい），汚損 
目盛調整ボルトの位置および緩み 

投入ばね，開放ばね 
主接触子，アーク接触子間隔，ワイプ測定 

手動，電磁操作 
ダッシュポット・空気吹付装置の動作 

連結レバー絶縁棒の異常 
開閉器接点，配線の損傷 

連結ピンなどの摩耗，給油状態 

主回路－大地 

主回路－制御回路－大地 

コイル・配線・絶縁物の損傷 

図２　転流式直流高速度真空遮断器

高速自励転流遮断方式 全領域遮断，高負荷投入性能 
　無選択性での大電流遮断性能 
　確実な小電流遮断性能 

多頻度開閉性能，長寿命 
　多頻度大電流遮断性能 
　多頻度機械的開閉性能 

高アベイラビリティ 
　故障しにくい 
　故障が潜在しない 

高品質 
　高品質，高均質 
　現地オーバホール作業なし 

微少な損耗，安全な機構 
　機械的損耗微少 
　清掃不要，確実な引出インタ 
　ロック 

小形軽量 
　屋外設置可能 省スペース 

高環境適合 

省保守・安全 

高信頼 

21世紀に通用する 
新形直流高速度遮断器 

高性能 

省エネルギー，不燃 
　低騒音 
　脱地球温暖化ガス 

ざん新な小電流遮断方式 

多頻度検証による弱点部の強化 

定期交換部品の明確化 

制御部の静止化，重要部の二重化 

異常検出機能の装備 

高耐ノイズ設計，ノイズフリー構造 

多面的な基本性能検証 

標準構造化 

ユニット化，カセット化 

アークレス，密閉化 

交流遮断器並みの引出機構 

分かりやすく確実な放電方式 

アークスペースレス 

密閉化 

オイルレス，脱SF6ガス 

低損失，低操作エネルギー，低騒音 

図３　開発コンセプトと実現手段
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所をもつ〕のない条件においても，電流目盛（遮断器本体

で検出して遮断動作する動作電流値をいう）12 kAで規定

の遮断性能を満足する。また，列車補機などの小電流の遮

断方式については独特の工夫をすることにより，結果的に

確実な全領域遮断性能を実現している。

構造面では，保守の困難化につながらないよう工夫をし，

アークスペースをなくし，コンパクトな構成によって小形

化を実現した。また，アークレスのため，直流高速度遮断

器では必須であった電離ガスの換気が不要なために，装置

を密閉化でき，この結果清掃が不要となり，屋外設置も可

能とした。

なお，地球温暖化に結びつく六フッ化硫黄（SF6）ガス

を使用しない不燃形コンデンサを採用することにより，不

燃化だけでなく，地球環境へも配慮している。

動作原理

新形の直流高速度真空遮断器の基本構成を図４に，代表

的な用語を表３に示す。

直流大電流の遮断原理は，「電源電圧を上回る電圧を発

生して電流を消滅させる」というシンプルなものである。
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表２　保守点検の概要 

区　分 点検内容 巡視点検　普通点検　細密点検 

目視点検 

制御電源測定 

絶縁抵抗測定 

簡易試験 

低実電流試験 

真空度確認 

機構点検 

開閉特性測定 

消耗部品交換 

絶縁抵抗測定 

電源装置出力電圧測定 

消耗部品交換 

総合開閉特性測定 

消耗部品交換 

端子間絶縁抵抗測定 

全　体 

目盛試験 

遮断器本体 

検出制御装置 

総合動作特性 
試験 

反発駆動 
ユニット 

消弧装置 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

　 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

（a）点検内容 

点検種別 実施基準 点検条件 

巡視点検 

普通点検 

細密点検 

臨時点検 臨時 

日常 

3年ごと 

6年ごとまたは3,000回ごとの早い方 

事故遮断100回 
動作回数10,000回 
異常を認めた場合 

ユーザー点検 

ユーザー点検 

メーカー点検 

（b）点検基準 

表３　主な用語 

用　語 説　　明 

主バルブに接続された金属板を電磁誘導作用により反発さ 
せ，高速開極させる方式 

主振動コン 
デンサ・ 
リアクトル 

電磁反発 

酸化亜鉛素子で構成された回路エネルギーを吸収する装置 消弧装置 

電流検出器 主回路電流を検出するホールCT

主回路電流を通電するとともに，副振動回路により小電流 
を遮断する真空バルブ。外線との絶縁機能ももつ 

副真空 
　　バルブ 

直流電流に零点を生成するための主振動電流を発生させる 
コンデンサおよびリアクトル 

副振動コン 
デンサ・ 
リアクトル 

小電流遮断性能を向上させるために副振動電流を生成する 
コンデンサおよびリアクトル 

主真空 
　　バルブ 

主回路電流を通電するとともに，主振動電流により電流を 
遮断する真空バルブ 

検出・制御回路 

トリガ 

MVi ：主真空バルブ 
SVi ：副真空バルブ 
MOC ：主振動コンデンサ 
MOL ：主振動リアクトル 
SOC ：副振動コンデンサ 
SOL ：副振動リアクトル 
MTh ：主振動サイリスタ 
RTh ：反発駆動サイリスタ 
TTh ：引外しサイリスタ 
MRC ：電磁反発コイル 
NLR ：消弧装置 
HCT ：電流検出器 

主振動制御回路 

トリガ 充電・ 
監視 

INV 
（常用） 

DC100V

AC200V 
（予備） 

反発駆動回路 

充電・監視 

トリガ 

MRC
MVi

NLR

SOL

MOL MOC

MTh

SOC

SVi HCT

TTh

制御 

監視 

外部信号（DC100V） 

計測用アナログ出力 

DC100V

RTh

DC1,500V

制
御 

監
視 

図４　直流高速度真空遮断器の基本構成
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検出制御 

過電流 

開極指令 

検出制御 投入指令 

検出制御 

検出制御 

検出制御 

検出制御 

負荷電流 

開極指令 

開放指令 

＋ 

負
荷 

検出制御 

負
荷 

投
入
指
令 

検出制御 

負
荷 

検出制御 

負
荷 

＋ 

＋ 

（1）運転状態 
 コンデンサはあらかじめ図に 
 示す極性に充電されている。 
（2）過電流検出 
 過電流を検出すると主真空バ 
 ルブに開極指令を与える。 

（3）開　極 
 主真空バルブが開極すると電 
 極間にアークが発生する。 
 電極間距離が適切な間隔にな 
 ったときにスイッチを投入 
 する。 

（4）主振動コンデンサ放電 
 スイッチの投入によりコンデ 
 ンサの放電電流が流れ，主回 
 路電流に重畳される。 

（5）主真空バルブ消弧 
 主真空バルブの電流が零点に 
 達すると消弧し，主回路電流 
 は主振動回路に転流し，コン 
 デンサを充電する。この充電 
 電流により主真空バルブの極 
 間電圧が上昇する。 

（6）消弧装置放電，遮断完了 
 主真空バルブの極間電圧が消 
 弧装置の動作電圧に達すると 
 回路のインダクタンスに蓄え 
 られたエネルギーを吸収して 
 遮断が完了する。 

主回路電流 

主真空　　 
バルブ電流 

主真空バルブ 
極間電圧 

消弧装置電流 

（1）運転状態 
 コンデンサはあらかじめ図に 
 示す極性に充電されている。 
 外部からの開放指令により主 
 真空バルブに開極指令を与え 
 る。 

（2）開　極 
 主真空バルブが開極すると電 
 極間にアークが発生する。電 
 極間距離が適切な間隔になっ 
 たときにスイッチを投入する。 
 
（3）主振動コンデンサ放電 
 スイッチの投入によりコンデ 
 ンサの放電電流が流れ，主回 
 路電流に重畳される。 

（4）主真空バルブ消弧 
 主真空バルブの電流が零点に 
 達すると消弧し，主回路電流 
 は主振動コンデンサを通して 
 流れるが，この電流に加えて 
 副振動回路との閉ループに振 
 動電流が流れる。 

（5）副振動回路への転流 
 スイッチは主回路電流と閉ル 
 ープ振動電流の合成値が零と 
 なった時点でオフし，電流は 
 主振動回路から副振動回路へ 
 転流する。 
 この電流の減衰は非常に早く， 
 その後副真空バルブが開極し 
 て遮断が完了する。 

主回路電流 

主真空　　 
バルブ電流 

主振動回路電流 

副振動回路電流 

主振動回路電流 

（4） （5） （3） 

（3） （2） （1） 

開放指令 

（4） （5） 

（2） （1） （6） 

時間 

時間 

消弧装置 
制限電圧 

主真空バルブ消弧 

スイッチ投入 

主真空バルブ消弧 

スイッチ投入 

主真空バルブ開極 

事故発生 

小電流遮断 

大電流遮断 

図５　遮断原理
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直流高速度遮断器では高いアーク電圧を発生させることに

より電流を遮断しているが，本装置では消弧装置の制限電

圧によりこれを実現している。

一方，小電流を遮断する場合は回路エネルギーが小さい

ために消弧装置が動作しない領域があり，工夫が必要とな

る。本装置では副振動回路の機能によって主回路電流を素

早く減衰させ，副真空バルブで開放する方式を採用してい

る。また，本バルブは外線との断路機能ももっている。

遮断原理を図５に示す。最大 3× 106A/s という高い突

進率の事故電流を遮断するには，検出後 1ms 程度での高

速な開極が必要であり，一般の交流遮断器の引外しコイル

による開極方式では到底間に合わない。このために図６に

示す電磁反発方式を採用している。

なお，電磁反発方式は高速化できる反面，主接点が即時

に戻る特性があるため，機械的な保持機構により，安定し

た開極特性を実現している。

仕　様

仕様を表４に，検出制御回路の機能を表５に示す。適用

規格である JEC-7153 は半導体遮断器について規定された

ものであるが，動作原理やエネルギー処理方式が類似して

いるため，本装置への準用が認められている。

なお，直流高速度遮断器の規格である JEC-7152，さら

に実用性能面から旧日本国有鉄道規格（JRS）も十分配慮
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二次コイル 

開極方向 

スイッチ 
可動電極 

M

k

xC

：可動機構の総質量 m
：各種ばね係数 k
：各種定変数の総和 F
：変位 x

1R

2R1L
2L

1I 2I

固定電極 

電磁反発 
駆動用電源 

一次コイル 真空バルブ 

�等価回路の微分方程式 
+ + + ( )=01

1L 1R 2MI1I 1I1dI
dt

dt d
dtC

�可動部の運動方程式 
+2 + =m kx F 1I 2I

2d x
dt

　M
　x

+ + ( )=02L 2R 1MI2I2dI
dt

d
dt

図６　電磁反発駆動方式のモデルと等価回路

表４　仕様一覧 

項　目 内　　　容 

HX5001Y-20Mf-D HX5001Y-30Mf-D HX5001Y-40Mf-D

2,000 A 3,000 A 4,000 A

装 置 名 称  

適 用 規 格  

構 造  

保 護 等 級  

装 置 形 式  

遮 断 器 本 体 形 式  

電 流 検 出 方 式  

定 格 電 圧  

定 格 電 流  

定 格 遮 断 容 量 ・ 動 作 責 務  

定 格 遮 断 電 流  

定 格 制 限 電 圧  

定 格 短 時 間 耐 電 流  

電 流 目 盛  

最 終 選 択 率  

定 格 制 御 電 圧  

定 格 補 助 電 源 電 圧  

動 作 方 式  

投入操作方式 

開 極 方 式  

転 流 方 式  

消 弧 方 式  

保証動作回数 

耐 電 圧  

機 械的開閉  

短絡電流遮断 

主 回 路  

制 御 回 路  

自励転流式直流高速度真空遮断器 

JEC-7153-1991 「電気鉄道変電所用直流高速度ターンオフサイリスタ遮断器」 

屋内（外）用キュービクル形スイッチギヤ（CW）（引出形，主回路シャッタ付き） 

IP2X 

VDC015-P（BC1,500 V）またはVDC008-P（DC750 V） 

 

電動ばね方式 

電磁反発駆動による高速開極方式 

振動電流の注入によるコンデンサ転流方式 

酸化亜鉛素子によるエネルギー吸収方式 

正方向過電流検出（逆流リレー機能内蔵）または両方向過電流検出 

DC1,500 V またはDC750 V 

 

50 kA（電流突進率：3×106A/s）　O－10秒－CO 

25 kA以下 

4,000 V 以下（DC1,500 V）または2,500 V 以下（DC750 V） 

75 kA　1秒 

4～12 kA，2～6 kA，1～3 kA 

50％（使用/除外設定可能） 

10,000回 

100回 

AC5,500 V　1分間　インパルス20 kV 

AC1,500 V　1分間　インパルス4.5 kV 

DC100 V 

AC200 V/100 V
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して設計・検証している。

性能上のポイントは以下のとおりである。

限流値が非常に低い。規格上の限流値（25 kA）に対

して実力値は非常に低く，事故電流による他機器へのダ

メージが軽減される。

確実な全領域遮断性能をもっている。

逆流リレー機能を内蔵している。

電流目盛範囲が広い。750V から 1,500 V への昇圧時

や将来の負荷増における電流目盛の変更に柔軟に対応で

きる。

短絡電流遮断は 100 回を保証している。これは，高速

低限流遮断のために真空バルブ中のアークエネルギーが

非常に小さく，短絡遮断を 100 回行っても接点がほとん

ど消耗しないことによる。

構　造

装置内部写真を図７に，遮断器本体機構の概念を図８に，

装置全体の構造を図９に示す。投入操作機構は省略してい

るが，交流遮断器と同様に電動ばね操作方式を採用してい

る。装置の構造上の特長は以下のとおりである。

従来の直流高速度遮断器盤に比較して体積比は 50 ％

（当社比）である。

構成機器の機能別ユニット化，および固定部とシステ

ムごとの可変部との構造的区分により，保守点検を容易

化するとともに製品の均質化や短納期化を実現している。

主回路保護用シャッタ，容易で確実なコンデンサ接

地・放電方式などにより保安度を向上させている。

クリーン回路（DC24V 以下の弱電制御回路）とダー

ティ回路（DC100V などの強電制御回路）との配線交差

を避け，かつそれぞれを独立配線ダクトに収納すること

（4）

（3）

（2）

（1）

（5）

（4）

（3）

（2）

（1）
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表５　検出制御回路の機能 

機　能 概　　　要 

遮断制御機能 

充電制御機能 

インタフェー 
ス機能 

電磁反発・主振動・引外しの各タイミングを制御する機 
能 

複数回線同時遮断時にコンデンサを順序充電する機能 

保安確認機能 コンデンサ放電確認機能 

計 測 機 能 電流計測値出力機能 

変電所制御システムとのインタフェース機能 

異常検出機能 
制御電源異常検出機能 
電流検出器異常検出機能 
コンデンサ充電異常検出機能 

過電流自動遮断 
主回路電流を電流目盛および選択特性 
と照合して遮断する機能 

逆流遮断 

指令遮断 

主回路電流が一定値以上の逆流の場合 
に遮断する機能 

外部から開放指令が入力された場合に 
遮断する機能 

図７　装置内部

ワイプスプリング 

引外しコイル 

遮断スプリング 

主真空 
パルブ 

電磁反発 
コイル 

電磁反発 
リング 

操作器 

図８　遮断器本体機構

断路器 

操作器 

故障検出 
変成器 

副振動 
コンデンサ 
避雷器 
電流検出器 

副振動 
リアクトル 

主母線 

反発駆動ユニット 遮断器本体 

2
3
0
0

75
0

2000

5
0

主振動制御ユニット 
検出制御ユニット 

電源分配 
ユニット 

リレー 
ユニット 

配線ダクト 

主振動 
コンデンサ 

消弧装置 
Z母線 

操
作
パ
ネ
ル 

図９　内部構造
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により，クリーン回路へのノイズ侵入を防止している。

消弧装置の容量は最大電流目盛に依存するため，本数

調整できるようにしている。

あとがき

パワーエレクトロニクス技術の進歩による電動機駆動の

インバータ化などにより，鉄道車両はもちろんのこと，世

の中の技術は急速に交流化に向かいつつある一方，都市圏

の電気鉄道のき電方式は将来とも直流が主流であろう。

本稿で紹介した新形の直流高速度真空遮断器は直流変電

所の次世代化の要となる機器であるとともに，技術的には

真空遮断器の高速駆動技術，パワーエレクトロニクス技術

および電子制御技術を融合した特徴のある製品である。今

後とも技術革新はあらゆる分野で急速に進むことが予想さ

れ，信頼性はもちろん，保守性，安全性および小形化に優

れ，さらに地球環境に優しい製品を提供していく所存であ

る。

最後に，性能の検証・評価および改良への提言を賜った

（財）鉄道総合技術研究所および保守点検の実態調査にご協

力いただいたユーザー各位に深く謝意を表する次第である。
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